定例勉強会

日時：　18年9月4日（月）19：00～
場所：　みどり病院　２F　食堂 

内容予定：
　１．ミニレクチャー　”自立支援法について”　　　　　　佐藤　豊　先生
　２．抄読会　　　　”慢性腰痛に対する認知行動療法”　木村　慎二　先生
　３．症例呈示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　﨑村　陽子　先生
（抄読会レジメ）
慢性腰痛に対する認知行動療法
新潟大学医歯学総合病院　総合リハビリテーションセンター　

木村　慎二

本田哲三. 慢性腰痛に対する認知行動療法. 日本腰痛会誌 11(1): 20-26, 2005
① プログラムの目標とチームの編成

治療目標は認知行動療法に基づき、身体・心理的な訓練や講義により身体活動性を増加させると共に、それを通じて「痛いから何もできない」という患者の否定的な認知（思い込み）を「痛いけれどもやるべき事はやれるし、生活を楽しめる」といった建設的な態度に変える点にある。参加職種は医師、看護師以外に臨床心理士、MSW、OT, PTである。

② プログラムの概要

本法は１〜数人の疼痛性患者に対して毎週月曜から金曜日までの５日間で３週間の外来通院を原則とする。第１週は評価期間で身体能力（PT）,座位または立位作業の耐久性と共に日常生活活動における身のこなし方の評価をする（OT）。臨床心理士は痛みに対する患者の認知や疼痛行動の強化子を把握し、精神科医は重篤な精神疾患を除外する。金曜の評価会議で適否の検討のうえ、訓練期間に入る。

　訓練期間（第２〜３週）では医師は痛みの教育（認知的アプローチ）、臨床心理士はリラクセーションや注意の分散・自己主張訓練。PTは筋力・持久力のアップ、軽スポーツ、OTはボデイメカニクスの指導、陶芸、革細工、木工などの創造的な作業を行う。

③ 結果および予後

22名の施行結果では自覚的痛みはプログラム前後でVASが6.1 +/- 1.8から4.0 +/- 2.4へ有意に減少した。さらに２年後の追跡調査でも痛みの減少傾向は維持されていた。

④ プログラム施行上の問題点

a) ３か月間長期プログラム：労災・身体障害者認定・休業・交通事故損害補償などの経済的な「二次的疾病利得」、深刻な家庭問題、心理的問題（退行による依存欲求・自罰傾向・identityの崩壊）のある例、認知行動療法的治療パッケージに加えて具体的なケースワークによる自立援助と家族指導や週１回程度の個別カウンセリングを併用しての自我機能の強化が必要である。

b) 安易に「心因性疼痛」と決めつけない。

c) いたみ「障害」的に対応する。

d) チーム全体でサポートしていく。
